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田宮良策氏台湾関係著作抄（三訂稿）―日本統治下台湾史の一齣― 

                                    

                   令和 4（2022）年 7 月 22（金）日現在 

                                        

（補正経緯）                       

              HP 初出: 平成 29（2017）年 10 月 9 日（月）初稿作成 

                   平成 29（2017）年 10 月 14 日（土）改訂稿作成 

                   （文献追加） 

                   令和 4（2022）年 4 月 1 日（金）再訂稿作成 

                   （レイアウト変更、一部補正の上、『CD 版 宮 

                   崎道三郎博士・小林宏先生・西村稔先生・高橋 

                   由利子先生略年譜・著作目録【参考篇】【附篇】 

                   ―ローマ法・法制史学者著作目録選（第十五輯） 

                   ―』（令和 4（2022）年 4 月 1 日刊）に収録し 

                   た。） 

                   令和 4（2022）年 7 月 22 日（金）三訂稿作成 

                   （一部補正） 

                              

                             

はじめに                                 

                                  

 元台北市助役田宮良策氏（1910～2017、（一財）台湾協会参与、元常務理事）には平成

29（2017）年 4 月 17 日長逝された。享年 106（訃報: 『台湾協会報』第 753 号（平成 29

年 6 月号）第 2 面参照。）。謹んで御冥福をお祈り申し上げます。同氏は台湾関係について

も多くの著作を残された。ここにその一端を掲載するが、原本確認に至っていないものが

ほとんどで現在なお調査中であることをお断りしておく。同氏を偲ぶよすがともなれば幸

甚である。本目録作成に当たっては（一財）台湾協会顧問（元理事長）齋藤毅氏より格別

の御高配を賜った。記して深甚の謝意を表する。 

                                        

1 著書                             

                      

平成 8（2010）年                

・日本時代に於ける台湾の地方行財政に関する論考集（自費出版、平成 8 年 4 月 29 日付

の「前書き」あり。奥付なし。）                

（収録内容）                           

・前書き              

・1 本島に於ける都市発展の趨勢と地方計画の必要性 『台湾地方行政』第 3 巻第 4 号、

昭和 12 年 4 月 15 日刊、61～75 頁（「本会募集地方改良入賞論文」との由。本会＝台湾地

方自治協会） 
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・2 不動産取得税に関する若干の考察 『台湾地方行政』第 3 巻第 10 号、昭和 12 年 10

月 20 日刊、105～121 頁（筆名: 「田宮良朔」） 

・3 戸税の行方 『台湾地方行政』第 4 巻第 1 号、昭和 13 年 1 月 1 日刊、81～93 頁（筆

名: 「田宮良朔」） 

・4 台湾の町会制度に関する一考察 『台湾時報』第 219 号、昭和 13 年 2 月 19 日刊、

19～27 頁（筆名:「田宮良朔」） 

・5 南支那と台湾 『台湾時報』第 220 号、昭和 13 年 3 月 1 日刊、2～14 頁 

・6 都市と防空―満富氏の“台湾防空法規解説”を読みて― 『台湾地方行政』第 4 巻第

3 号、昭和 13 年 3 月 1 日刊、75～80 頁（筆名「良洲生」。督府事務官満富俊美氏『台湾防

空法規解説』〈詳細不明〉のこと。） 

・7 本島地方自治の性格 『台湾地方行政』第 6 巻第 3 号、昭和 15 年 3 月 1 日刊、58～

63 頁                       

・8 本島社会政策の一課題―地方職員共済施設確立に際して― 『台湾時報』第 256 号、

昭和 16 年 4 月 1 日刊、10～22 頁（本書には掲載誌を『台湾地方行政』とするが、おそら

く『台湾時報』の誤植かと思われる。）      

                 

2 論説、随筆              

                    

（上記『日本時代に於ける台湾の地方行財政に関する論考集』（自費出版、平成 8 年 4 月

29 日付の「前書き」あり。奥付なし。）所収のものには※を付した。） 

                                         

（昭和 10年 11月～18年 10月 台湾総督府内務局地方課、昭和 13年 10月～14年末応召、

従軍、昭和 15 年 2 月 3 日督府属）          

                            

昭和 12（1937）年                     

・※1 本島に於ける都市発展の趨勢と地方計画の必要性 『台湾地方行政』第 3 巻第 4 号、

昭和 12 年 4 月 15 日刊、61～75 頁（「本会募集地方改良入賞論文」との由。本会＝台湾地

方自治協会） 

・※2 不動産取得税に関する若干の考察 『台湾地方行政』第 3 巻第 10 号、昭和 12 年

10 月 20 日刊、105～121 頁（筆名: 「田宮良朔」） 

昭和 13（1938）年           

・※3 戸税の行方 『台湾地方行政』第 4 巻第 1 号、昭和 13 年 1 月 1 日刊、81～93 頁 

・※4 台湾の町会制度に関する一考察 『台湾時報』第 219 号、昭和 13 年 2 月 19 日刊、

19～27 頁（筆名: 「田宮良朔」） 

・※5 南支那と台湾 『台湾時報』第 220 号、昭和 13 年 3 月 1 日刊、2～14 頁 

・※6 都市と防空―満富氏の“台湾防空法規解説”を読みて― 『台湾地方行政』第 4 巻

第 3 号、昭和 13 年 3 月 1 日刊、75～80 頁（筆名: 「良洲生」。督府事務官満富俊美氏『台

湾防空法規解説』（詳細不明）のこと。同氏は当時督府防空課長か。昭和 21 年 5 月現在 44

歳） 
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・地方自治の展望 『台湾地方行政』第 4 巻第 10 号、昭和 13 年 10 月 1 日刊、2～25 頁

（下記同誌第 6 巻第 3 号（昭和 15 年 3 月号）58 頁参照。筆名: 「田宮良朔」）        

昭和 14（1939）年         

・手紙と兵隊 『台湾地方行政』第 5 巻第 6 号、昭和 14 年 5 月 1 日刊、96～99 頁 

昭和 15（1940）年               

・※7 本島地方自治の性格 『台湾地方行政』第 6 巻第 3 号、昭和 15 年 3 月 1 日刊、58

～63 頁                      

・帰還兵より 『台湾地方行政』第 6 巻第 4 号、昭和 15 年 4 月 1 日刊、174～175 頁 

昭和 16（1941）年             

・歩哨線の感覚 『台湾地方行政』第 7 巻第 1 号、昭和 16 年 1 月 1 日刊、60～64 頁（執

筆者は筆名「良洲生」） 

・※8 本島社会政策の一課題―地方職員共済施設確立に際して― 『台湾時報』第 256 号、

昭和 16 年 4 月 1 日刊、10～22 頁      

・座談会・満洲国を語る（門脇事務官を囲んで） 『台湾地方行政』第 7 巻第 6 号、昭和

16 年 6 月 1 日刊、106～110 頁（満洲国事務官門脇惇氏を囲む座談会に参加、府地方職員

田宮良策） 

・座談会・満洲国を語る（門脇事務官を囲んで 2） 『台湾地方行政』第 7 巻第 7 号、昭

和 16 年 7 月 1 日刊、50～56 頁（満洲国錦州綏中県副県長門脇惇氏を囲む座談会に参加、

府地方職員田宮良策） 

・常会聞きある記 『台湾地方行政』第 7 巻第 10 号、昭和 16 年 10 月 1 日刊、85～90 頁

（「台北地区奉公班特派記者訪問記」の一つとして） 

昭和 17（1942）年           

・講座・市街庄有給吏員恩給規則逐条解説（1） 『台湾地方行政』第 8 巻第 2 号、昭和

17 年 2 月 1 日刊、147 頁（筆名: 「田宮生」） 

・市街庄有給吏員恩給規則逐条解説（2） 『台湾地方行政』第 8 巻第 3 号、昭和 17 年 3

月 1 日刊、129 頁（筆名: 「田宮生」） 

・市街庄有給吏員恩給規則逐条解説（3） 『台湾地方行政』第 8 巻第 5 号、昭和 17 年 5

月 10 日刊、109 頁（筆名: 「田宮生」） 

・紙上講座・市街庄有給吏員恩給規則逐条解説（4） 『台湾地方行政』第 8 巻第 6 号、

昭和 17 年 6 月 1 日刊、121 頁（筆名: 「田宮生」） 

・紙上講座・市街庄有給吏員恩給規則逐条解説（5） 『台湾地方行政』第 8 巻第 7 号、

昭和 17 年 7 月 8 日刊、137 頁（筆名: 「田宮生」）        

昭和 18（1943）年         

・煙仲間たるべし 『台湾地方行政』第 9 巻第 9 号、昭和 18 年 9 月 10 日刊、77 頁（筆

名:「田宮生」。「目安箱」中の一編か。） 

（昭和 18 年 12 月～20 年 10 月 地方理事官〈台北市助役〉）               

                           

（昭和 21 年 4 月 引揚）          
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昭和 57（1982）年                

・持帰り物件エピソード 『台湾引揚史―昭和二十年終戦記録―』（（財）台湾協会、昭和

57 年 12 月 1 日刊）101～103 頁（平成 29（2017）年 10 月 14 日追加） 

平成 12（2000）年            

・随想 宇垣一成大将と私 掲載誌不明 1～4 頁（末尾に「平成 12［2000］・2・21 記」の

記載あり。） 

平成 14（2002）年     

・高齢化社会の嘆き 掲載誌不明 1～3 頁（末尾に「平成 14［2002］年 3 月記 91 歳」の

記載あり。） 

平成 19（2007）年      

・台湾引揚后最初の就職体験の記①～④ 『台湾協会報』第 633 号～第 636 号（平成 19

年 6～9 月号）                     

                        

【参考】                                     

・田宮良策「凡骨・田宮良策（1910 年～）」（田宮良策氏作成、同氏略年譜、奥付なし。平

成 5（1993）年 9 月頃作成のものか。昭和 40（1965）年頃の肖像あり。） 

・訃報「当協会参与・元常務理事田宮良策氏逝去」『台湾協会報』第 753 号（平成 29（2017）

年 6 月 15 日刊）第 2 面        

・中島利郎（1947～）編『『台湾時報』総目録』（緑蔭書房、平成 9（1997）年 2 月 15 日

刊）   

・中島利郎編『『台湾地方行政』総目・人名索引［試行本］』（自己出版（緑蔭書房発行）、

平成 11（1999）年 9 月 30 日刊） 

（以下、令和 4（2022）年 4 月 1 日、7 月 22 日各追加） 

・国立国会図書館: 〈https://www.ndl.go.jp/〉 

・国立国会図書館デジタルコレクション〈https://dl.ndl.go.jp/〉 

・国立国会図書館個人向けデジタル化資料送信サービス（個人送信）（令和 4（2022）年 

 5 月 19 日開始）             

〈https://www.ndl.go.jp/jp/use/digital_transmission/individuals_index.html〉 

・国立国会図書館次世代デジタルライブラリー 

 〈https://lab.ndl.go.jp/service/tsugidigi/〉 

・CiNii: 〈https://ci.nii.ac.jp/〉⇒〈https://cir.nii.ac.jp/〉（【［2022］4/18 更新】CiNii Articles 

 の CiNii Research への統合について）、〈https://ci.nii.ac.jp/books/〉 

                                      （了） 
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